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This paper proposes a method of applying a reliability of inspection data to a calculation of hazard rate. First, 
the probability of detection (POD) is calculated from inspection data of thickness measurement of pipe wall by 
an ultrasonic thickness meter. The inspection data are collected from experiments by qualified or unqualified 
inspectors. The POD outputs probabilities of reliability assessment based on the inspection data. Second, the 
probabilities are used for a timing estimation of pipe hazard. The estimation stochastically fuses the results of 
inspection and prediction. The effectiveness of the fusion is confirmed from the experimental results. 
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１．はじめに 

配管系統の構成要素，運転履歴，あるいは水化学履歴

等のパラメータを用いて減肉進展解析シミュレーション

から配管構成要素全体の減肉速度分布の予測をする研究

が行われている[1]．これらの研究で求められた減肉速度

を予測の劣化指標とすることで，従来の膨大な検査箇所

の中から重点的に高減肉リスク部位における定点測定の

実施が可能となる．定点監視の対象箇所においては，公

称肉厚ではなく実測肉厚による将来の減肉予測がより精

密に求められ，圧力バウンダリー維持機能の目安となる

許容肉厚に対する時間余裕の定量評価が可能となる．こ

の定量評価へ応用するため，我々は超音波厚さ計を用い

た配管検査において，POD（Probability of Detection）によ

ってその検査に対する信頼性を定量化してきた．本論文

では，POD を配管厚検査結果の信頼性の評価値とし，配

管減肉の進展予測と監視の融合を図る．これによりリス

クに至る時間を確率的に評価する．  

本論文では，まずPODを用いた検査データの信頼性評

価方法と，超音波厚さ計を用いた模擬配管厚検査実験の

内容と実施結果について述べ，その検査データから得ら

れる信頼性パラメータを示す．このパラメータを監視側

の評価値とし，予測側で得られる減肉速度との融合方法

とその結果得られるハザードレートについて述べる．  

２．PODによる信頼性の定量化 

2.1 â analysis法によるPOD(a)関数の決定 

検査技術の信頼性の評価方法として，米国国防省にお

ける航空機機体のき裂検査，スウェーデンの核燃料廃棄

物格納容器の欠陥検査において適用事例があるPODを用

いる[2]．PODの決定方法を次に述べる．配管厚検査にお

ける配管厚 a とその応答信号値â の関係から検出確率を

示すPOD(a)関数を決定する[3]．まず試験体を用いて配管

厚検査を実施し，配管厚 a とその応答信号値â を組とす

る測定データセットを収集する．次に，対数直線回帰に

より応答信号モデルを作成する．配管厚 a に対する応答

測定信号値â の関係を確率密度  aga ˆ に従うとすると，

決定閾値 decâ に対するPOD(a)は 

    
 deca

a adaga
ˆ

ˆˆPOD   (1) 

となる．ただし，閾値 decâ は検出したい配管厚として任

意に決定可能な値である．一般的に，配管厚aと信号値â

の関係は式(2)で表すことができる． 

  gaawa ˆ    (2) 
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ここで w は応答信号値から配管厚を求める関数，
ga は

測定ノイズを表し， ga の確率密度分布は )ˆ(aga によっ

て決定される．この配管厚 a と信号値â の関係をモデル

化し，式(3)のように両対数を取り直線回帰を可能とする．  

      aa lnˆln 10   (3) 

この時， は平均 0 で標準偏差  の正規分布とする．

 ,, 10 の推定値  ˆ,ˆ,ˆ
10 は最尤推定法によって求

める．このときPOD(a)関数は以下の式で与えられる． 
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ここでは標準正規分布の累積分布関数であり，̂と̂
はそれぞれ配管厚の平均と標準偏差を示す．また，POD(a)

関数の %信頼下限は式(6)で表される． 
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ただし，nは検査回数を表す． は信頼係数であり，nと

設定した信頼下限 %から決定される． 210 ,, kkk は

POD(a)関数のパラメータ   , の最尤推定値によっ

て決定される． 

2.2 POD(a)関数から得られる評価指標 

POD(a)関数とその95%信頼下限の例をFig. 1に示す．

Fig. 1において，POD(a)関数を実線で，95％信頼下限を破 

Fig. 1 POD(a) function, lower 95% confidence bound and 

evaluation indicators. 

線で表す．POD(a)関数を決定づける変数として̂と̂ が

ある．これらはそれぞれPOD(a)関数の配管厚方向の位置

と傾きを決定し，決定閾値 decâ に対応するPODが50%に

近く，傾きが急なほど高い信頼性をもって検査が可能で

あることを示す．さらに，POD(a)関数の逆数によって定

義される 50a , 90a , 95/90a に着目する． 50a はPOD(a)関数

の検出確率が 50%となる配管厚の値であり，決定閾値 

decâ に対するPOD(a)関数の平均値である． 90a はPOD(a)

関数の検出確率が 90%となる配管厚の値であり，決定閾

値 decâ に対応する信号値によって 90%の検出が可能な配

管厚を表す． 95/90a はPOD(a)関数の95%信頼下限に対し

て検出確率が90%となる配管厚を表しており， 90a よりも

保守的な値となっている．すなわち， 95/90a は決定閾値

decâ に基づいて作成したPOD(a)関数の95%信頼下限にお

いて，90%の信頼性で検出可能な配管厚を表す． 50a , 90a , 

95/90a を評価指標とすることで，超音波厚さ計の仕様や検

査者の技能などが含まれた信号応答モデルを用いて，検

出したい配管厚やそれよりも減肉が進行した配管厚の存

在の可能性を評価できる． 

３．超音波厚さ計を用いた配管厚模擬検査実験 

3.1 実験条件 

配管厚検査の結果に対しPOD(a)関数を求めるため，超

音波厚さ計を用いて模擬検査実験を実施した．本実験で

は特に検査者毎の信頼性を評価するため，試験体に係る

条件及び検査機器に係る条件は一定にし，検査者を変更

して検査結果を収集した．各条件は次の通りとした． 

試験体として，直径60.5mm，配管厚5.5mmの2B配管

を母材とし流れ加速型腐食を模擬した切削加工を施した

後，流れ方向に半分に切った17本の配管を用いる．Fig. 3

に試験体の構造を示す．各試験体の 4 番は最も配管厚が

薄い箇所であり，17本に対して1.5から5.5mmの範囲で

配管厚を残すよう加工の程度を変化させた．すべての検

査位置の配管厚はレーザー距離計で事前に計測し，それ

を2.1における配管厚aとして用いる． 

検査機器には，GE Inspection Tech社製の超音波厚さ計

DM-4 と探触子DA-401を用いた．接触媒質はソニコート

である．超音波厚さ計の出力値は厚さであるため，2.1に

おける応答信号値â は計測した配管厚とする．  

検査者は日本非破壊検査協会規定の非破壊検査技術者

の資格証明書をもつ配管厚検査の経験の豊富な2名(技術

レベル3と技術レベル2をもつ者をそれぞれAとBとす

る)と無資格者3名(C，D，Eとする)の計5名とした．技 



Fig. 3 Specimen structure. 

 

術レベル 3 は非破壊検査の管理者となりうるもので，レ

ベル2は検査の実施者となりうるものを意味する．  

検査はFig.3に示した円形マーキングの中心を順に計測

し，それを10回繰り返した．環境温度は室温である．無

資格の検査者に対しては検査機器の使用方法や検査手順

について十分な練習と説明をし，模擬検査を実施した． 

3.2 実験結果 

模擬検査実験にて得られた結果の配管厚を用いて，

POD(a)関数を決定した．まず，5名の検査者ごとのPOD(a)

関数と 95％信頼下限を Fig. 4 に示す．またこの時の

POD(a)関数のパラメータの推定値と評価指標を Table 1

に示す．Fig. 4 より，各検査者において POD(a)関数の傾

きが異なっていることがわかる．̂ が小さいほどPOD(a)

関数の傾きが急になっており，検出確率の変化も大きく

なる．各検査者の̂ について大小関係はA<B<C<D<Eで

あり，有資格者が無資格者よりも小さく有資格者間でも

レベルが上位の者が小さい結果となっている．この結果

は検査者の技量に対応しており，̂ を用いて検査の精密

さの評価が可能であるといえる．次に 50a に着目する．決

定閾値 decâ =3.0としたことから， 50a が3.0に一致すれば

検出確率50%で配管厚を検出できることを示す．逆に3.0

から離れるほど検査結果の絶対誤差が大きいとみなせる．

5 人の検査者中では検査者A の 50a が最も誤差が小さく，

検査者 E が 3.0 と最も離れていることより，後者は検出

したい値に関して絶対誤差をもつ検査結果であるといえ 

 

Fig. 4 Results of POD(a) and lower 95% confidence bound. 

Table 1 Estimated values of POD(a) function parameters. 

 A  B  C  D  E  

̂  1.099 1.095 1.088 1.105 1.072 

̂  0.0162 0.017 0.0219 0.029 0.039 

50a 3.00 2.99 2.97 3.02 2.92 

90a 2.94 2.93 2.89 2.91 2.78 

95/90a 2.89 2.88 2.82 2.81 2.63 

 

る．さらにFig. 4より，検査者AのPOD(a)関数と95％信

頼下限間の幅が検査者 E の幅よりも小さいことが読み取

れる．これはTable 1の 95/90a でも確認でき， 95/90a と 50a

の差が小さいほど信頼度の高い検査結果とみなせる． 

 

４．配管厚の検査結果と減肉予測結果の融合に

よるハザードレートの算出 

4.1 検査と予測の融合 

配管減肉進展シミュレーションによる予測結果と配管

厚検査の信頼性評価を融合する．配管厚検査に係る信号

応答モデルは，2.1節で述べた式(3)を用いる．一方，配管

減肉の進展予測モデルは式(9)で与えられる． 

  )(lnln F
dt

da ,  ～LN ),0( 2
  (9) 

dt

da
は減肉速度を表しており， )(F はシミュレーション

により予測された減肉速度， はモデル誤差である．こ

れら検査と予測のモデルを対数正規分布において融合す

る．対数正規分布は確率的寿命のモデル化において用い

られる分布である．機能損傷の確率密度関数は，次式で

与えられる[4]． 

 


















 


2

ˆ

ˆlog

2

1
exp

ˆ2

1
ˆ,ˆ;





 t

t
tg  (10) 

)(lnlnˆ 95/90  Fa    (11) 

22ˆˆ       (12) 

式(3.4)の̂の
95/90a はPODによって得られた値， )(F は

予測モデルから得られた値である． 95/90a については 50a

や 90a としても良く，機能損傷の確率密度の算出の目的に

応じて選択できる．本研究のように 95/90a を用いた場合，

安全に対して保守的な予測といえる．また，式(4.5)の ̂
は POD で用いた信号応答モデルから得られる値，  は



 

予測モデルから得られる値である．式(3.4)と式(3.5)に検査

と予測のモデルのパラメータを反映させることで，両者

を融合している．ハザードレートは，配管が時刻 tまでは

機能しており時刻 t の直後に故障する確率であり

)ˆ,ˆ;( th として次のように定義される． 

)ˆ,ˆ;(1

)ˆ,ˆ;(
)ˆ,ˆ;(
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th
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ただし， )ˆ,ˆ;( tG は確率密度 )ˆ,ˆ;( tg の累積分布関数

である． 

2.2 融合の結果 

前節の式（10）から式（12）を用いて，配管に対する

ハザードレートを算出する．今回の実験では，配管が機

能損傷に至る時間を，配管が許容最小肉厚に至るまでの

時間と定義し，予測モデルに関するパラメータについて，

許容最小肉厚を 0 とすることで，配管が破裂に至るまで

の時間を推定した．また，  はファクター2 として設定

し， )(F を0.5 mm/year とした．Table 1で示した検査結

果に関する検査者ごとのパラメータを用い，式（13）で

求めたハザードレートを Fig．6 に示し，その最頻値を

Table 2 に示す． 

Table 2 より，ハザードレートが最頻値となる運転時間

は検査の信頼度が高いほど大きな値になっている．これ

は信頼度が高いことで配管が故障するまでの時間の範囲

を限定できることを示す．例えば，検査者A の結果であ

れば，現在から約 4 年と 329 日時に故障が発生する確率

が最も高く，また検査者E の結果であれば，現在から約

4 年と186 日時に故障が発生する確率が最も高いことに 

 

Fig. 6  Hazard rate of each inspector. 

 

Table 2  Mode values of hazard rate. 

 A B C D E 

Mode [year] 4.90 4.88 4.79 4.78 4.51 

 

なる．両者の間では約 140 日ほどの開きが存在し，検査

の信頼度が高いほど配管寿命を長く算定できることが分

かる．信頼性の高い検査結果に基づくことで，配管の機

能が失われるまでの時間余裕ができ，次の検査までの期

間を長くすることが期待できる．今回は予測モデルに関

するパラメータを 1 つのみの設定としたため，予測モデ

ルの変動からハザードレートが受ける影響の確認はでき

ていないが，予測モデルに信頼性の低い要素があれば 
が大きくなり，その影響は検査者の信頼性が与える影響

と同様の結果となると予想できる．以上のことから，予

測と検査の信頼性を融合し，機能損傷の評価指標となる

ハザードレートの算出が可能であることを確認した． 

 

４．まとめ 

 本論文では，最小許容肉厚に到達するまでの時間を機

能喪失確率と考え、予測シミュレーションの妥当性と監

視の信頼性に関わる結合確率にもとづくハザードレート

を融合効果の指標として提案した。ハザードレートの

様々な劣化事象予測と検査・監視技術の融合効果へ適用

拡大については，今後の課題である． 
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